
















（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 189,400 千円

（歳出） 社会保障施策に要する経費 1,976,535 千円

【社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 そ の 他
うち引上げ分

の地方消費税収

高齢者福祉事業 63,246 6,588 3,468 53,190 9,366

障害者福祉事業 525,568 375,013 150,555 26,511

児童福祉事業 582,443 204,770 14,633 363,040 63,926

こども園等運営事業 213,542 127,440 30,573 55,529 9,778

小　　　計 1,384,799 713,811 48,674 622,314 109,581

国民健康保険事業 112,036 76,796 35,240 6,205

介護保険事業 274,668 8,347 266,321 46,895

後期高齢者医療事業 65,112 37,713 27,399 4,825

小　　　計 451,816 122,856 328,960 57,925

保健事業 64,022 64,022 11,273

予防対策事業 64,930 3,154 12,423 49,353 8,690

母子保健事業 10,968 3 10,965 1,931

小　　　計 139,920 3,157 12,423 124,340 21,894

1,976,535 839,824 61,097 1,075,614 189,400

　　　　（４）令和２年度一般会計予算において地方消費税交付金
　　　　　　　（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地
方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるも
のとされています。
　令和２年度一般会計予算における充当状況については、下記のとおりです。

財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般 財 源

合　　　　計

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分している。

事　業　名 予 算 額

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生
















